
越前市内の幼稚園におけるパソコンの利用状況やコンピュータに対する幼稚

園教諭の関心・意見などに関する調査を実施した．得られた結果については，

以前（２０００年）に実施した福井県内のすべての幼稚園・保育園を対象とした調

査結果との比較を行ない，今後に残された課題などについて考察をした．

市内の幼稚園においては，パソコンを事務機器として利用しているが，園児

自身が使っているという回答は２園のみであり，２０００年の調査では県内幼稚園

の２４％で園児が使用していたという結果と比較するとかなり少ない状況であっ

た．一方，家庭における情報機器の普及やインターネット利用環境が進展して

おり，子どもたちの多くが就学前にインターネットデビューを済ませていると

いう調査結果も公表されている．パソコン使用は早いとか家庭任せ，小学校任

せではなくより積極的な教員の対処法が求められてくる．そのためには，養成

機関のカリキュラムや現職教員のための研修講座などの取り組みが必要となっ

てくる．
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１．はじめに

今日，職場での事務処理にはパソコンを使うことが日常となっており，インターネット利用・

接続も必須環境である．一方，学校教育の情報化ということで文部科学省は「教育の情報化プロ

ジェクト」で，２０００年度から２００５年度を目途にコンピュータ教室に児童生徒１人当たり１台のコ

ンピュータを配置するとともに，各普通教室に２台を配置する，すべての教室からインターネッ

ト接続できるといった政策目標を掲げて予算化を進めてきた１）．

しかし，学校教育の場における教育用コンピュータの整備や教員の指導力向上，教育用コンテ

ンツの開発・普及などの達成目標は遅れている現実がある．一方では，子どもたちの中にもイン

ターネットや携帯電話の利用者が年々増加をたどっており，その恩恵を享受できる反面，情報社

会の影の部分と言えるネットワーク犯罪に巻き込まれて被害者，さらには加害者となりうる危険

性なども増大してきている．そのため，特に年少者対策については，特に家庭と学校（就学前に

ついては幼稚園や保育園も含めて）の連携が求められてきている．

この報告では，以前（２０００年）に実施した調査結果と本年２００８年に越前市内の幼稚園を対象と

して実施した調査結果の比較をもとに，幼稚園教育現場における情報教育の在り方について考察

する．
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１．１ ２０００年における情報機器の普及状況から

前回の調査時点である２０００年に遡ってみると，２０００年１１月の総務省通信利用動向調査によると，

事業所（全国の郵便業及び通信業を除く従業者数５人以上の事業所）のパソコン保有率は８２．４％，

インターネットの利用率は４４．８％であった２）．

一方，教育現場をみると教育用パソコンの小学校への導入率は９７．４％，１台あたりの児童数は

１９．２人，インターネット接続率は７５．８％であった（文部科学省：２０００年３月３１日現在の「学校に

おける情報教育の実態等に関する調査」３））．一般家庭では，パソコンの世帯普及率が５０．５％，イ

ンターネット普及率は３４．０％であった（総務省情報通信政策局「平成１２年通信利用動向調査」２））．

福井県内の幼稚園や保育所においても，パソコンの導入が進みつつあり，事務処理のほか保育

などに利用する園も増えてきている状況であった１１）．インターネット上でホームページを開設し

ている福井県内の幼稚園は３２園（県内幼稚園の２３．４％）と増えてきていた（１９９８年４月にはわず

か６園）．当時の課題としては，パソコンの普及に向けての予算配分や研修の必要性，機器維持

とその対策（予算）が指摘されていた．

また別の角度などからの調査によれば，「ほとんどの子どもは，テレビゲームを経験してい

る８）」という状況であった．

１．２ 政策の流れ

IT（情報通信技術）先進国を目指すという政策，たとえば情報社会への対応として，２００５年

度までに全国３，０００万世帯に高速ネットワークを整備し，超高速インターネットを１０００万世帯に

普及，さらに全国規模で地域公共ネットワーク網を構築するといった，２００１年３月に端を発した

「世界最先端の IT国家」実現に向けて政府が取り組んでいる「e-Japan 戦略」では，このよう

な目標が設定された（教育現場については，児童生徒５．４人に１台のコンピュータ環境を実現す

るという）．その後の２００６年度以降は，u-Japan 戦略に引き継がれている．総務省では「いつで

も，どこでも，何でも，誰でも」ネットワークに簡単につながるユビキタスネット社会の実現を

目指す「u-Japan 政策」として，２０１０年までに最先端の ICT（Information & Communications

Technology）国家として世界を先導することを大目標として掲げている４）．教育の情報化に関

しては「IT新改革戦略」の中で，これまでの整備の遅れへの対応，教員の負担軽減，ICTサポ

ート体制の充実，新しい教育方法に向けた研修の充実，児童生徒３．６人に１台のコンピュータ環

境，情報モラル教育を積極的に推進するとともに，小学校段階からの情報モラル教育のあり方を

見直すことなどを挙げている．

１．３ 情報機器普及・環境の変化

教育の場における普及状況については，２００７年３月１日時点の文部科学省「学校における情報

教育の実態等に関する調査５）」の結果によると，全国では児童生徒７人に１台というコンピュー

タ環境となっていることがわかる．さらに，それによれば越前市内小中学校の整備率を見ると福

井県内および全国平均よりもかなり高いこともわかる（表１参照）．

一方では，家庭における情報機器の普及が進み２００７年末の調査では，パソコンの世帯保有率は

８５．０％という状況であり，家庭へのインターネット回線のブロードバンド化も６６．１％が利用して

いる．インターネットの利用頻度「毎日少なくとも１回は利用する」者の割合は，小学生（６～

１２歳）も携帯電話利用で１８．２％，パソコン利用で１４．６％という結果が報告されている．（総務省
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情報通信政策局「平成１９年通信利用動向調査」２））．

したがって，家庭でのインターネット利用開始の時期も低年齢化してきており，就学前の３～

５歳で２６．９％，小学１年の時点で約５割が既にインターネットを経験済みという報告もある

（gooリサーチ「第５回小学生のインターネット利用に関する調査」２００７年７月末実施６））．

このような調査結果からも，就学以前にパソコンなどと接している子どもたちの数が増加して

きている現実が窺えてくる．つまり，保育や教育の場における接触以前に，家庭において接触を

済ませてしまうという事態になっている．

１．４ 情報社会への対応策

幼稚園教育要領において示されているように，特に幼児教育や保育の場では，心身の健康や，

人とのかかわり，身近な環境に親しみ自然と触れ合うといったように，自然や人との関わりを重

視している．よって，そこで用いる教材や教具に対しても手作りの温かみのあるものを使用する

ことが多い．また，幼児期にはその敏感期に感性を研ぐという感覚教育法を重要視した教育を採

り入れている園もある．よって，情報機器に対しては機械的で冷たいイメージを抱かれることも

少なくなく，機械類に対する関心も高いとは言えない場面も起こりうる．

したがって，幼児教育や保育の場へのパソコン導入に関しては，「パソコンを園児集めの道具

にしている」などといったような批判的な捉え方もある．しかし，「害がある」「触れさせない」

「関心がない」「知らない」「分からない」といった消極論だけで済ませることなく，一方では，

教員養成段階における教育カリキュラムの改善として，２０００年度から「情報機器の操作に関する

教職科目」（２単位）の必修化にも見られるように，情報技術を獲得し教員の資質向上と指導体

制の充実を図る必要性が高まってきた．

また，現場の教員もその必要性を感じており，IT関連の研修や講習の開催を求める声も届い

てきている．

表１．「コンピュータの設置状況」及び「インターネット接続状況」の実態（抜粋編集）

幼稚園教育現場でのパソコン利用と課題
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２．調 査

情報社会が進展していくなかにおいて，幼児教育や保育現場では，幼児のパソコン利用をどの

ように捉えているのか，現状把握と現場の考え方などを伺うために郵送によるアンケート調査を

実施した．福井県内のすべての幼児教育・保育機関を対象としたパソコン利用の有無・関心など

に関するアンケート調査はこれまでに２回，１９９８年１１月と２０００年１１月に実施している１２）１４）１５）．今

回２００８年の調査では，その後の普及状況や教師側の変化等を掴むために，越前市内の幼稚園公立

私立計１９園を対象としたアンケート調査を２００８年９月に実施した（回収数１７）．ここで得られた

結果をもとに，特に幼稚園教員と養成機関や研修・講習の在り方などの資料として活用したいと

考えた．

２．１ ２０００年の調査方法

調査票（質問数２０：紙面の都合上，掲載は割愛）を２０００年１１月中旬に郵送し，１２月中旬までを

回収期間とした（質問項目は，幼児のパソコン利用の有無・関心度，パソコン利用の方法，パソ

コン利用上の問題点，パソコンの有用性，インターネット導入，導入後の環境の変化や求められ

る資質の変化，視聴覚機器の利用状況，パソコンの子どもに与える影響，研修会や講習会への参

加状況などに関するものである）．有効発送総数は４４３であったが，そのうちの８０％にあたる３５６

園から協力を得ることができた．今回はその中から，主に幼稚園からの回答を再集計した結果を

比較対照用として示していく．

２．２ ２００８年の調査方法

越前市内の全幼稚園に調査票（質問数２０：掲載割愛）を２００８年９月上旬に郵送し，同下旬まで

を回収期間とした．発送数は１９であったが，そのうちの８０％にあたる１７園から協力を得ることが

できた．質問項目は２０００年調査と基本的に同様

なものとしたが，事務用の用途に関する質問を

追加している．回答のあった市内の幼稚園の規

模（園児数と教員数）は図１に示す通りであり，

教員１人と１クラスという小規模園が多いなか

で園児数が１００人を超える幼稚園も混在してい

る（図には計１６園を示したが，他に１園は分類

不能のため除外）．

なお，回答にあたっては，園の中でなるべく

詳しい方にお願いしたが，実際の回答者は主任

や担任という立場の方が多かった．また，前回

の調査では，回答はしていないという人が大半

（１５人）であった．

「福井県学校基本調査平成２０年度（速報版）」によれば，越前市幼稚園の全園児数は６８７人，

教員数（本務者５８人，兼務者４７人），学級数４９となっている．福井県全体では，全園児数は５，６１８

人，教員数（本務者５３６人，兼務者２２４人），学級数３６１である．これは，福井県の１１～１２％にあた

るが，教員１人あたりの園児数は１１．８人と福井県平均よりもやや多い．

図１．回答のあった越前市内の幼稚園（規模別）
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３．調査結果

３．１ 幼児のパソコン利用状況

２０００年の調査では，幼児自身がパソコンを利用している幼稚園は，福井県内の２７．２％にあたる

３１園で使用していた．（事務用の利用を含めても，幼稚園・保育園全体では６２．６％に過ぎない状

況であった）．

一方，２００８年では幼児自身が

パソコンを利用している市内の

幼稚園は２園（１１．８％）のみで

あった（規模的には大きな園）．

使用を始めたのは２００６年からで，

寄贈品が得られたことにより，

２台と８台を使用している．１

回の使用時間は１５分以内または

１５～３０分以内で，１人に１台ま

たは２，３人に１台での利用形

態となっている．

この利用が少ないという結果

については，第一には設置台数

が少ないことが挙げられると思

われるが，他に「幼児が利用す

るために幼稚園にコンピュータ

を導入することはまだ早いかど

うか」という質問項目に対する

回答結果を図４に示す．

この結果では，「導入は早

い」（２９％）対「いいえ＝導入

は早くない」（６％）となって

おり，前回の調査では，「導入

は早い」（２０％）対「いいえ＝

導入は早くない」（３２％）とい

う具合に回答割合が逆転してい

る．同様な回答分布は幼児のパ

ソコン利用に対する関心「あま

り関心がない」という回答が多

かったことにも現れている（図

９）．さらに，子どものために

「パソコンはあまり役立たな

い」という回答も多かった（図

１１）．

図２．パソコンの幼児利用と事務利用（１９９８年・２０００年調査）

図３．幼稚園児のパソコン利用の有無

図４．幼児のパソコン利用について

幼稚園教育現場でのパソコン利用と課題
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３．２ 幼児がパソコンを利用している越前市内幼稚園の状況

幼稚園児がパソコンを利用している園の方から頂いた，パソコン導入前と導入後の状況（変

化）について紹介する．

導入の目的としては，「創造力を高める」「コンピュータに慣れさせる」「室内遊びの教具を増

やす」などが挙げられているが，その目的達成については「少しは果たせた」「どちらとも言え

ない」という回答であった．また，使い方としては，「お絵描きの道具」「幼児向けCAI 教材」

「コンピュータゲーム」などに利用されている．導入の前後での変化について記述してもらった

ところ次のような事柄が挙げられた．

ａ．園自体のこと

・雨天・雪の日など交替で遊ぶので，他の活動も落ち着いて取り組める．食後に利用すること

もあるので，食欲のない子も張り切ってさっさと済ませるようになった．

ｂ．子どものこと

・操作が上達した．特にシャットダウンなど，きちんとできるようになった．また，家庭にパ

ソコンがない子はとても喜んでいた．

・パソコンを使うときのルールやマナーが守れるようになったことで他の活動にもメリハリが

出てきたように思われる．教材に取り組むことで，物事への関心も高まってきている．

ｃ．教員のこと

・保育時間が有効に使われるようになった

ｄ．保護者のこと

・自宅では使わせてやれないので，ありがたい．機器に対し抵抗がなくなるのは良いと言われ

る．

ｅ．その他

・絵本やテレビのように受け身的でなく，自発性を持って取り組めることで，意識の変化が窺

える．

３．３ 幼稚園における事務用パソコン

事務機器としてのパソコン利用に関して，２０００年の調査ではパソコンを利用している幼稚園は

全体の７３．７％であったが，２００８年の市内幼稚園では１００％となった．今回は，その用途について

内容を訊ねた結果を図５に示すが，主な用途は，Ｅ‐メール・ワープロ・ホームページの閲覧，

図５．事務用パソコンの用途，利用頻度（上位３つ）
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表計算・教材作成であった．

さらに，利用頻度について

順位を付けてもらったとこ

ろ１位にワープロ機能を挙

げた園が１４と他の用途に大

きく差が開いており，主た

る用途となっていることが

わかる．なお，Ｅ－メール

は市側との連絡によく利用

されているとのことであっ

た．

また，設置されているパ

ソコンの台数はまだ少なく

１台から３台が８割であった（２０００年の調査では，５割）．しかし，回答から得られた全台数５２

（合計：もっともこの値には，園児利用の台数も含まれている）と教員数（本務者５８人）を比較

すると，教員１人に１台という整備率に近い数値になり，事務用として１人に１台の整備が実現

される日も近いものと予想される．

なお，IT新改革戦略では，教員１人に１台を配備するという目標が掲げられているが，「市

内の小中学校教員の校務用コンピュータ配備は１００％に達した」とのことであった．

３．４ インターネット導入（接続）

２０００年の調査では，インターネット導入園数は３１園（２７．２％），そのうち１７園（１４．９％）は「ホ

ームページを持っている」と回答しており，特に，私立幼稚園の導入率は４０％を超えて取り組み

が進んでいた．一方では，「未定・わからない」という回答が最も多く４０％を占めていた．また，

私立の幼稚園・保育園に

ついては，「導入済み」

と「将来は導入するだろ

う」という回答を合わせ

ると園の７０％にまで達し

ていた．

前回の調査からも導入

増が予測されていたが，

２００８年の調査では，導入

済みの園数は１５園（８８．２

％）となっており，IT

環境の整備が進んでいる

ことが確認できた．特に

越前市のインターネット

整備率が高いことからも

頷ける結果と言える．

図６．パソコンの設置台数

図７．インターネット接続とホームページ
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３．５ 関心度や問題点

これまで３回の調査ともに，調査票では最初に，「パソコンを保育や幼児教育に利用している

園がすでにありますが，ご存知ですか」という問いをしたところ，今回も「知らなかった」という

回答が１件寄せられた（２０００

年８．７％，１９９８年１８．６％）．そ

の情報源について尋ねたとこ

ろ，特に保育・幼児教育関係

の雑誌（５８．８％）が多く，テ

レビ（２３．５％），他の園の人

（２３．５％）と続いている．

さらに，幼児を対象とした

パソコン利用への関心につい

ては，今回は「あまり関心が

ない」が５２．９％と過半数に達

していた．２０００年調査では

「大変関心がある・関心があ

る」が過半数であったことか

ら，その割合が逆転している．

前回の調査結果を参照すると，

幼児のパソコン利用率の高い

国公立幼稚園での関心は高か

った（５６．６％）が，「あまり

関心がない」という回答は，

パソコンの未導入園からやや

多く寄せられていたことに関

連することが想像できる．

また，幼児がパソコンを使

う場合の問題点を複数選択肢

から挙げてもらったところ，

「導入費が高い．使用頻度が

低い．」ということに最も多

くの回答があった．前回が４８

％であったことと比べると意

外な結果であるが，導入費は

８年前よりも確実に低下して

いることは確かであるから，

これは使用頻度の低さの指摘

が多いということであると考

えられる．さらに，「健康に

よくない」という問題点も７

図８．情報源（幼児のパソコン利用）

図９．幼児のパソコン利用に対する関心

図１０．幼児のパソコン利用に対する問題点
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％から５３％へと大きく増加している．近年の健康に対する関心の高まりや教員自身のパソコン使

用の増加に伴う実体験などが影響しているものと考えられる．

３．６ コンピュータは役立つかどうか

「子どもの創造力，表現力，発想力を豊かにするために，コンピュータは役に立つと思います

か」という問いに対して，「大変役立つ」５．９％（２０００年９．２％），「役立つ」２９．４％（２０００年４３．１

％），「あまり役立たない」４７．１％（２０００年２２．０％），「全く役立たない」０％（２０００年３．７％）と

なっている．今回は「役立たない」が約半数であり，前回は「役立つ」が過半数になっていた．さ

らに，回答の変化を振り返って

みると１９９８年の調査では，ほぼ

拮抗した分布であったが，２０００

年の調査では「役立つ」という

回答が増加していた（幼児が利

用している園が多い国公立幼稚

園からの回答では，役立つとい

う回答が５７％と特に多かった）．

これは，今回の調査対象数が多

くなかったことや，実際に利用

している数が２園と少ないこと

に起因するのかも知れない．

３．７ コンピュータと子どもの実体験

子どもたちがパソコンを使

うことによって，懸念される

一つの問題点「コンピュータ

を使うことで子どもの実体験

がなくなると思うか」という

問いについては，全般に「実

体験が減る」という側の回答

が４７％（２０００年４９％）と多く，

「増える」という側の回答は

なかった（２０００年３％）．減

少の理由には，「体を動かし

遊ぶ時間の減少」「人とのふれあいが少なくなる」「間接体験ばかりが増える」などを共に６割以

上の人が選択しており，過去の調査結果と比較しても大きな変化はみられなかった．前回寄せら

れた意見においても，「幼児期には，特に自然の中での実体験を重要視する」，「幼児期にしかで

きないことをさせるべき」といった声が多い．しかし，今日の子どもたちの興味・関心はたいへ

ん高く，家庭で接触している（テレビ，テレビゲームなども制限できずやりたい放題にさせてい

るのが現状のようだ）という現実をも踏まえた対応策が必要な状況になってきている．

図１１．パソコンは役立つと思うか

図１２．コンピュータを使うことで子どもの実体験がなくなるか
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３．８ 機器の利用状況

実体験を補うためにどのような教育機

器や教具を利用しているかについて聞い

たところ，ビデオデッキ，テレビが８割

近くの園で使われている．また，絵本や

紙芝居も重要な教材・教具の位置を占め

ていることがわかる．過去の結果との推

移を見ると，スライド利用の減少がある

（ビデオカメラ，OHPも減少傾向）が

その他については大きな差異はみられな

い．因みに IT新改革戦略では，教育の

情報化として２０１０年までに各教室にプロ

ジェクタを１台ずつ整備することを目標

としているが，幼稚園教育の場において

もテレビからプロジェクタに置き換えら

れるかも知れない．

３．９ 教員に求められる資質

パソコン導入によって，「求

められる資質は変わるか」とい

う問いに対しては，７割が変わ

ると答えており，前回と同様な

回答分布であった．さらに，変

わる項目を聞いたところ，「マ

ルチメディアに詳しくなくては

ならない」が５％から５０％と大

きく増加した点が異なるが，他

の項目については前回とほぼ同

じである．以前には予想できな

かったほどの広範なマルチメデ

ィア機能を持つパソコンが主流

となった今日では，単に文字入

力や表計算だけでは済まされな

い現状を反映した数値が現れた

ものと思われる．このマルチメ

ディア機能の活用法を獲得する

ことによって，特に年少者向け

のパソコン利用への道が広がる

ことを期待したい．

図１３．機器の利用状況

図１４．求められる資質は変わるか

図１５．求められる資質は
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４．考察・まとめ

今回は前回の調査から８年が経過しているが，幼稚園児のパソコン利用は予想外に少なかった．

幼児教育（保育）の現場にもパソコンの普及が進み事務機器として活用されていることは明らか

になった．越前市内の幼稚園に限定した調査であったためサンプル数が少なく，得られた結果か

ら福井県内の平均的な状況を推測するには無理があるが，次のようにまとめた．

４．１ 幼児のパソコン利用について

前回は，パソコンが導入されている園からの「子ども達のためには役立たない」という回答は

少なかった．そのため，回答者自身がパソコンの特性を体得していないことによるものではない

かと推察した．しかし，今回は「あまり役立たない」という回答が多く現在の普及状況を考慮す

れば，パソコン機能の複雑化・深化が却って「子どもには役立たない」という考えに至らせるの

ではないかと思われる．現在普及しているパソコンは，年少者が操作するには多機能すぎるとい

った嫌いがある．単純な操作・単機能で良く，すなわち，①わかりやすいこと②使いやすいこと

③画面が見やすいことなどが基本である．つまり，パソコンの持つ複雑な機能が，幼児の利用に

は逆に障害となり，単純明快なものが幼児教育の現場には適している６）．

さらに，パソコンの利用によって，子どもの実体験が減るという懸念も相変わらず多い．しか

し，普通の絵本や紙芝居などによる間接体験などは大抵の園（９０％以上）で採り入れられている

から，それをパソコン絵本やデジタル紙芝居１６）といった利用法への置き換えも考えられ，パソコ

ンの方がより効果を上げることも可能となり得る．

しかし，小規模園（１クラス，１人担任の園）からの「他に教師がいればパソコンをじっくり

教えることも出来ますが・・」という声にもあるように人的な課題は残る．

４．２ パソコン研修・教員免許更新について

過去１年間のパソコンやメディア関連の研修会や講習会への参加状況について尋ねたところ，

ほぼ「１つの園から１人が参加している」という回答が得られた．本学においては，２００２年の「幼

稚園・保育園におけるパソコン活用法（延べ約１２時間の講習）」に約３０名余が参加しており，基

本操作（windows２０００とOffice２００２入門）と活用（園だより制作実習）を内容として実施した．

２００８年には「プレゼンテーションソフト入門（約６時間の講習）」で基本的な使い方と画像やビ

デオファイル関連の操作（ムービーメーカーの操作・編集法）を内容として実施し，３０名余の参

加があった．今後の講座においても，内容を何度か繰り返して採り上げ，あまり詰め込み過ぎな

いことも参加者の理解度を高め，IT活用の一助となることに繋がるものと思われる．

一方，教員免許更新制度が２００９年４月から実施される運びになっているが，全員が更新を受け

るには１０年を要する．「教員免許更新制の概要７）」によれば，免許状更新講習の内容は，受講者

が本人の専門や課題意識に応じて，教職課程を持つ大学などが開設する講習の中から，①教育の

最新事情に関する事項（１２時間以上：必修領域）②教科指導，生徒指導その他教育の充実に関す

る事項（１８時間以上：選択領域）について必要な講習を選択し，受講することとなっている．２００８

年度には導入に伴う予備講習としてさまざまな内容の講習が開催されたが，幼稚園教諭を対象と

する講習には本来の幼稚園教育関連が主体である．開催の全講座を見渡しても，情報，ICT，マ

ルチメディア，プレゼンテーションといった内容はごく少ない．
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教員免許更新制は，「・・必要な資質能力が保持されるよう，定期的に最新の知識技能を身に

付けることで，・・」としているが，特に IT分野などについて言えば１０年に１度では最新の知

識技能を身に付けるという目的が達成できないことは明白で，期待することはできない．

４．３ 今後の課題等

現場では幼児のパソコン利用については賛否両論があるが，園でのパソコン利用の有無に関わ

らず，子どもたちに対してはテレビ視聴やテレビゲームに関する指導と同様に，パソコンやイン

ターネット利用に関しても指導が必要な状況になりつつある．また，保護者に対しても懇談会な

どの会合の席や園だよりなどで，指導や助言を行なっていくことが重要と思われる．

幸い本学には，２００９年度から幼児教育者・保育者養成のための学部が発足し，仁愛女子短期大

学との連携により，現職教育の充実に取り組むための体制も強化できるものと思われる．教員対

象の講座においては，IT技術の活用によって事務作業の処理効率化と低減を目指し、効力感を

得られる状態にする必要があり，余裕を産み出す段階にまで達した段階で幼児のパソコン利用と

いった段階に移行できると考えられる．
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